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メタボリックシンドローム予防特別委員会報告書

広島県地域保健対策協議会 メタボリックシンドローム予防特別委員会

委 員 長　河野　修興

Ⅰ．　は　じ　め　に

　近年，糖尿病などの生活習慣病の有病者・予備群
が増加しており，厚生労働省は，従来の「早期発見・
早期治療」の健診から，「メタボリックシンドロー
ムに着目した早期介入・行動変容」を目的とする
『特定健康診査・特定保健指導』を平成20年度から
医療保険者に義務付けた。また，平成24年度までの
目標値を特定健康診査70％（65 ～ 80％），特定保健
指導を45％，メタボリックシンドロームの該当者・
予備群の減少率を10％とし，目標達成状況により各
保険者の後期高齢者支援金の加算・減算を行うこと
にしている。
　今回，当委員会では県内の医療保険者の特定健康
診査・特定保健指導の受診率向上に向けた取組状況
を調査し，今後の推進方策を検討するとともに，関
係者研修会の開催，医療機関での受診勧奨ポスター
などを作成したので報告する。

Ⅱ．　医療保険者の取組み状況調査

１　調査方法

　（1）調査対象　広島県内の主な49保険者
　　　　　　　　市町国保：23保険者，
　　　　　　　　被用者保険・国保組合：26保険者
　（2）調査時期　平成21年11月25日～
　　　　　　　　平成21年12月14日
　（3）調査方法　郵送などによる質問調査

２　調査結果の概要

　（１）特定健康診査の状況
　　①　受診率

　平成20年度の県の特定健康診査目標値30 
％に対し，全体で29％の受診率で，　「市町
国保」（17¾6％）と「国保組合」（25¾7％）が
目標値を下回った。また，「被用者保険」は，
被扶養者（17％）の受診率が低かった（表１，
図１・２）。

表１　各保険者の特定健康診査受診率（平成20年度法定報告数）

受診率受診者数対象者数医療保険者名
（回答数/保険者数）

17.6%81,801463,486市町国保（23/23）

25.7%6,77126,321国保組合（4/4）

30.1%111,972372,575協会けんぽ 〔全国健康保険協会〕 （1/1）

被
用
者
保
険

9.0%10,753119,096（再掲：被扶養者）

70.6%64,02090,726健康保険組合（18/18）

42.1%12,68030,091（再掲：被扶養者）

54.7%24,18644,202共済組合（3/3）

34.5%3,87611,230（再掲：被扶養者）

39.4%200,178507,503小計（22/22）

17.0%27,309160,417（再掲：被扶養者）

29.0%288,750997,310計（49/49）
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　　 （男女別受診率）
　男女別の受診率で低かったのは，「市町国
保」は，『男性』（15¾4％），「国保組合・被用者
保険（被保険者）」は，『女性』（49¾0％）で
あった。また，「被用者保険（被扶養者）」は，
『男性』（5¾6％）が低かった（図３）。

　　②　受診機関別状況
　受診機関で，最も多かったのは『医療機関』
で，特に「被用者保険の被扶養者」（89¾9％）
が多かった（図４）。

図１　特定健康診査受診率（H 20年度）

図２　被扶養者の特定健康診査受診率
（H 20年度）

図３　男女別の特定健康診査受診率
（H 20年度）

図４　特定健康診査の受診機関別状況

　　③　自己負担額
　自己負担額は，「市町国保」は，『無料』は
１市のみで，『1¼000円～ 2¼000円未満』が最
も多く，「国保組合・被用者保険」は，『無料』
が８割であった（図５・６）。

図５　市町国保の特定健康診査の自己負担額
　　　　 （H 21年度）

図６　国保組合・被用者保険の特定健康診査の
　　　　自己負担額（H 21年度）
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　　④　啓発・周知方法
　啓発・周知方法は，「市町国保」は，『広報
紙などに掲載』・『健康講座などでPR』が各9
割，『ホームページ掲載』・『ポスター・チラシ
作成』・『地元医師会へ説明会など』が各7割
の実施であった（図7∞1）。このうち，効果が
あったと思われるものは，『広報紙などに掲
載』・『健康講座などでPR』・『関係団体への説
明会』が各2割であった（図7∞2）。

接受診券を対象者に発送』が７割であった
（図8∞2）。

　　⑤　受診率向上方策
　受診率向上のために実施していることは，
「市町国保」は，『がん検診などと同時実施』
が９割，『休日・祝日健診』が５割で，平成２１
年度は，『集団健診日を増やす』が４割の実施
であった（図9∞1）。このうち，効果があった
と思われるものは，『がん検診などと同時実
施』が４割，『集団健診日を増やす』が５割で
あった（図9∞2）。

図 ７−１　市町国保の特定健康診査の啓発方法

　「国保組合」と「被用者保険（被扶養者）」
の特定健康診査の対象者への通知は，『会社
を通じて受診券を全員に発送』が４割，『直接
受診券を対象者に発送』・『申込者に受診券を
発送』が各１割の実施であった（図8∞1）。こ
のうち，効果があったと思われるものは，『直

図 ８−１　国保組合・被用者保険の啓発方法

図 ７−２　効果があった啓発方法

図 ８−２　効果があった啓発方法

図 ９−１　市町国保の受診率向上方策

図 ９−２　効果があった受診率向上方策
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　「国保組合」と「被用者保険（被扶養者）」
は，『人間ドックなどと同時実施』が７割，
『自己負担の無料』が５割の実施であった（図
10∞1）。このうち，効果があったと思われるも
のは，『人間ドックなどと同時実施』・『自己負
担の無料』が各４割であった（図10∞2）。

は，「ホームページ・広報誌でPRをしている」
であった。『再通知』・『電話による受診勧奨』
は１割の実施であった（図12∞1）。そのうち，
効果があったのは，『その他』」が１割であっ
た（図12∞2）。

図 １１−１　市町国保の未受診者対策

図 １０−１　国保組合・被用者保険の
受診率向上方策

図 １０−２　効果があった受診率向上方策

　　⑥　未受診者対策
　未受診者対策は，「市町国保」は，平成20
年度は２割程度の実施であったが，平成21年
度は『電話による受診勧奨』が６割，『再通
知』が５割であった（図11∞1）。このうち，
効果があったと思われるものは，『電話による
受診勧奨』が２割，『再通知』が１割であった
（図11∞2）。
　「国保組合の被保険者」と「被用者保険の被
扶養者」は，『その他』が３割で，その内容

図 １１−２　効果があった未受診者対策

図 １２−１　国保組合・被用者保険の未受診者対策

図 １２−２　効果があった未受診者対策

　（２）特定保健指導の状況
　　①　終了率

　平成20年度の県の特定保健指導目標値25 
％に対し，全体10¾3％で，目標値を下回った
（表２，図13）。
　支援別では，『動機付け支援』（17¾8％）よ
り，『積極的支援』（9¾8％）が低かった（図
14）。
　性別では，「市町国保」は，『男性』（16¾8 
％）が低く（図15），「国保組合・被用者保険」
は，『女性』（3¾5％）が低かった（図16）。
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　　②　実施体制
　特定保健指導の実施体制は，「市町国保」
は，『外部委託』を６割が行っており（図17∞
 1），「外部委託先」で最も多かったのは，『保
健指導業者』のみが６割であった（図17∞2）。

表２　各保険者の特定保健指導終了率（平成20年度法定報告数）

合計
（49/49）

被用者保険
国保組合
（4/4）

市町国保
（23/23）

医療保険者名
（回答数/保険者数） 小計共済組合

（3/3）
健保組合
（18/18）

協会けんぽ
（1/1）

61,96445,0725,30013,63626,1363,31113,581対象者数

6,4103,9437101,6241,60902,467終了者数

10.3%8.7%13.4%11.9%6.2%0.0%18.2%（終了率）

18,6607,3322,3235,00981510,513対象者数
（再掲）
動機付け支援 3,3171,12446765702,193終了者数

17.8%15.3%20.1%13.1%0.0%20.9%（終了率）

15,14811,6042,9778,6274763,068対象者数
（再掲）
積極的支援 1,4841,2102439670274終了者数

9.8%10.4%8.2%11.2%0.0%8.9%（終了率）

図１６　国保組合・被用者保険の男女別 
特定保健指導終了率（H 20年度）

図１３　特定保健指導終了率（H 20年度）

図１４　支援別特定保健指導終了率（H 20年度）

図１５　市町国保の男女別特定保健指導終了率
(H 20年度)

図 １７−１　市町国保の特定保健指導の
実施体制（H 21年度）

図 １７−２　外部委託先（H 21年度）
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　「国保組合」と「被用者保険」は，『外部委
託』を９割以上が行っており（図18∞1），「外
部委託先」で最も多かったのは，『保健指導業
者』のみが６割であった（図18∞2）。

　　⑤　利用率向上方策
　特定保健指導の利用率向上のため「市町国
保」は，『対象者の都合日に保健指導』が７
割，『自己負担の無料』が６割であった（図
23∞ 1）。平成２０年度は『夜間の保健指導』が
７割，『家族参加型保健指導』を６割実施し
ていたが，平成２１年度は２割に減少してい
た。このうち，効果があったと思われるもの
は，『訪問による保健指導』が３割であった。
『訪問による保健指導』が５割の効果であった
（図23∞2）。

図２０　積極的支援ポイント数（H 21年度）

図 １８−１　国保組合・被用者保険の
特定保健指導の実施体制（H 21年度）

図 １８−２　外部委託先（H 21年度）

図１９　積極的支援プログラム数（H 21年度）

　　 （積極的支援のプログラム）
　積極的支援のプログラム数は，「市町国
保」・「国保組合・被用者保険」ともに，単一
のプログラムが4割と最も多かった（図19）。

　ポイント数は，「市町国保」・「国保組合」と
「被用者保険」ともに，『180 ～ 200未満』が
４割で最も多く，最高は，「市町国保」は，
『1¼100ポイント』で，「国保組合・被用者保
険」は，『260ポイント』であった（図20）。

　　④　自己負担額
　自己負担額は，『無料』が最も多く，「市町
国保」は８割（図21），「国保組合・被用者保
険」は７割であった（図22）。

図２１　市町国保の特定保健指導の自己負担額
（H 21年度）

図２２　国保組合・被用者保険の
特定保健指導自己負担額（H 21年度）
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　「国保組合・被用者保険（被保険者）」は，
『対象者の都合日に保健指導』・『自己負担の
無料』が４割，『訪問による保健指導』が２割
の実施であった（図24∞1）。このうち，効果が
あったと思われるものは，『自己負担の無料』
が４割であった（図24∞2）。
　「被用者保険（被扶養者）」は，『対象者の都
合日に保健指導』・『自己負担の無料』が各３
割であった（図25∞1）。このうち，効果があっ
たと思われるものは，『自己負担の無料』が４
割の効果があった（図25∞2）。

　　⑥　研修希望内容
　研修希望は，「市町国保」に多く，内容は，
『行動変容につながる保健指導』（92¾9％），

図 ２３−１　市町国保の特定保健指導の
利用率向上方策

図 ２３−２　効果があった受診率向上方策

図 ２４−１　国保組合・被用者保険（被保険者）の
利用率向上方策

図 ２４−２　効果があった利用率向上方策

図 ２５−１　被用者保険（被扶養者）の
利用率向上方策
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『個別の生活習慣の指導』（69¾6％），『事業の
企画・立案・評価』（56¾5％）の順であった。
「国保組合・被用者保険」で最も多かったの
は，『事業の企画・立案・評価』（34¾6％）で
あった（図26）。

３　主な課題・意見

　特定健康診査・特定保健指導に関する課題・意
見を自由記載してもらったところ，『治療中の人へ
の対応の検討が必要』，『対象者へのアプローチの
検討が必要』，『保健指導従事者のスキルアップが
必要』，『計画・評価方法を知りたい』が多かった
（表３）。

表３　特定健康診査・特定保健指導に関する課題・意見

②　国保組合・被用者保険①　市町国保項　目

１ 治療中の人への対応の検討が必要（４件）１ 治療中の人への対応の検討が必要（８件）

（1） 特定健康診査の受診率　
　　向上に関すること

２ 対象者・事業主への広報活動の課題 （３件）２ 対象者への広報活動の課題（４件）

３ がん検診等との同時実施が必要（２件）３ 労安法等の健診結果把握の課題（４件）

４ 被扶養者の未受診者対策が必要（２件）４ 未受診者対策が必要（２件）

５ その他（２件）５ その他（４件）

１ 対象者等へのアプローチの検討が必要 （６件）１ 内容・場所等の検討が必要（８件）
（2） 特定保健指導の終了率　
　　向上に関すること

２ 広報活動の課題（２件）２ 保健指導従事者のスキルアップが必要 （５件）

３ その他（３件）３ その他（３件）

１ 計画・評価方法を知りたい（２件）１ 計画・評価方法を知りたい（８件）
（3） 計画・評価に関すること

２ その他（３件）２ その他（７件）

１ その他（４件）１ 制度等の周知（４件）

（4） その他 ２ 医療機関との連携が必要（２件）

３ その他（２件）

図 ２５−２　効果があった利用率向上方策

図２６　研修希望の内容
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４　考　察

　（１）特定健康診査
①　労働安全衛生法などによる健康診断の義務
付けがない「市町国保の被保険者」や「被用
者保険の被扶養者」の受診率が特に低かった。
②　健診受診機関は，「医療機関」での受診が，
「被用者保険の被扶養者」では，９割を占めて
おり，「医療機関」は，自分の都合により，か
かりつけ医などで受診しやすいことや人間
ドックなどとの同時実施も可能であるためと
考えられる。
③　市町国保は，啓発・周知を「広報紙などに
掲載」・「健康講座でPR」などで行っている
が，十分な効果が得られておらず，啓発内容
や方法の検討が必要である。
④　「国保組合の被保険者」と「被用者保険の被
扶養者」に対しての通知は，『会社を通じて受
診券を全員に発送』するより，『直接受診券を
対象者に発送』した方が効果的であったとし
ており，対象者に直接働きかけることが必要
である。
⑤　受診率向上のためには，『がん検診などと同
時実施』や『人間ドックなどとの同時実施』
が効果的であったとしており，対象者にとっ
て魅力ある健診にするためには，他の健（検）
診との同時実施の体制づくりが必要である。
⑥　未受診者対策は，平成20年度はほとんど実
施できていなかったが，平成２１年度から市町
国保が『電話による受診勧奨』・『再通知』を
開始しており，その効果判定が必要である。

　（２）特定保健指導
①　特定保健指導の終了率は，全体的に低く，
特に「国保組合」や「被用者保険」が低かっ
た。「市町国保」は，従来から一般衛生部門に
より住民への健康教育や保健指導が実施され
ていたこともあり，終了率に影響したと考え
られる。
②　利用率向上のために，『対象者の都合日に
保健指導』や『自己負担の無料』などを実施
しているが，十分な効果が得られておらず，
体制の工夫や保健指導従事者のスキルアップ
が必要である。
③　希望する研修は，市町国保は『行動変容に
つながる保健指導』，「国保組合・被用者保険」

は，『事業の企画・立案・評価』が多かった。
今後，医療保険者や保健指導従事者などの研
修強化が必要である。

Ⅲ．　特定健康診査・特定保健指導 
関係者研修会　　　　 

１　目　的
　広島県における医療保険者の「特定健康診査・
特定保健指導」の取組状況を医療保険者・医療機
関・保健所などにおける特定健康診査・特定保健
指導関係者で共有化するとともに，他県の先進事
例を学び，受診率向上方策と生活習慣病対策の効
果的な推進体制の整備を図る。
２　日　時
　　平成22年2月10日 （水）　13：30 ～ 16：30
３　場　所
　　広島医師会館3階健康教育室
　　　　（広島市西区観音本町一丁目1番1号）
４　内　容
　（1）開会挨拶　　　　　　　　　　　　　　　　
　  委員長（広島大学医学部長）　河野　修興
　（2）特定健康診査・特定保健指導における医療保

険者の取組状況調査結果報告
　　　報告者　広島県健康福祉局保健医療部
  医療保険課主任専門員　原田　裕子
　（3）県内の医療保険者の取組発表

委員（広島大学病院内分泌・糖尿病内科
科長・診療准教授）  山根　公則

　　①　広島市健康福祉局保健部保健医療課主幹
  大奈良了治
　　②　安芸高田市福祉保健部保健医療課係長
  田村　政司
　　③　全国健康保険協会広島支部保健サービスグ

ループリーダー  山田　啓介
　　④　中国電力健康保険組合事務長 太宰　裕美
　（4）講演  〔座長：河野　修興〕
　　　『北九州市国民健康保険の保健事業について』
　　　 ～生活習慣病対策について～
　　　　　講師　北九州市地域支援部健康推進課
　　　　　　　　国保健診係長  丹田　智美
　（5）全体討論 〔座長：河野　修興・山根　公則〕
　（6）閉会挨拶

委員（広島県健康福祉局保健医療部
医療保険課長）  村井　拓夫
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Ⅳ．　受診勧奨用ポスターなどの作成

１　医療機関における受診勧奨用ポスターを作成
（別紙①参照）
　医療機関で気軽に受けられることや特定健康診
査の受診率が低いと保険料のアップにつながるこ
となどを対象者に周知するためにポスター（A3）を
作成し，集合契約B委託医療機関（1¼509件）に
配布した。

２　特定健康診査の流れと判断基準の解説版を作成
（別紙②参照）
　特定健康診査に関しては，検査項目や判定基準
がわかりにくいとの声もあることから，『特定健
康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引
き』（厚生労働省保険局），『標準的な健診・保健指
導プログラム（確定版）』（厚生労働省健康局）を

解説した下敷き（A  4版裏・表）を作成し，受診勧
奨用ポスターと共に配布した。

Ⅴ．　今 後 の 方 向 性

　厚生労働省の速報値によると，「市町国保」の平成
20年度の特定健康診査受診率は，全国30¾1％に対
し，広島県は，17¾6％（全国46位）であった。
　今年度の当委員会において，医療保険者の取組み
状況調査を実施したことで，「市町国保」以外の県内
の主な医療保険者の受診率と受診率向上への取組み
や課題も明らかになった。また，受診率向上のため
に，他県の先進事例から学ぶ研修会や医療機関にお
ける受診勧奨用ポスターなどを作成した。
　しかし，受診率向上には，啓発の工夫や受診体制
の見直し・保健指導従事者の資質向上など，多くの
課題があり，当委員会では，22年度も引き続きこの
課題について協議する予定である。
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　別紙①　医療機関における受診勧奨用ポスター
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　別紙②　特定健康診査の流れと判断基準の解説版
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広島県地域保健対策協議会 メタボリックシンドローム予防特別委員会
委員長　河野　修興　広島大学大学院医歯薬学総合研究科
委　員　天野　國幹　広島県医師会
　　　　大奈良了治　広島市健康福祉局保健部保健医療課
　　　　岸　　明宏　安芸太田病院
　　　　吉川　克子　安芸太田町保健医療福祉統括センター
　　　　小林　昭博　広島県健康福祉局保健医療部健康対策課
　　　　佐々木英夫　広島原爆障害対策協議会健康管理・増進センター
　　　　中本　　稔　広島市東区役所
　　　　服部　　登　広島大学大学院医歯薬学総合研究科
　　　　原　　　均　ＮＴＴ西日本中国健康管理センター
　　　　向井　一誠　全国健康保険協会広島支部
　　　　村井　拓夫　広島県健康福祉局保健医療部医療保険課
　　　　村上　文代　安田女子大学家政学部
　　　　山根　公則　広島大学大学院医歯薬学総合研究科
　　　　山根　俊雄　マツダ健康保険組合
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